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パブリックコメント手続きの実施結果について 

 

・案件名   伊東市人口ビジョン（案） 

・実施期間  平成２７年７月３０日（木）から平成２７年８月２９日（土）まで 

・担当課   企画部行政経営課 

・意見提出数 ２人・９件 

 

「伊東市人口ビジョン（案）」に対していただいたご意見と市の考え方 

№ 頁 意見内容 市の考え方 

１ 30 ２ 目指すべき将来の方向 

 ⑴ 全年齢層を対象とした積極的な移住定住促進により、純

移動率を上昇させ、ずっと住みたいと思う環境づくりを目

指します。とりわけ、生産年齢層の移住の促進については、

その環境づくりに創意工夫をこらします。 

に修正すべきである。 

＜理由等＞ 

・これでは、いわゆる移住者で構成されるまちを目指している

ことになります。即ち、常に新しい人が入ってこなければ成り

立たないまちを目指すことになります。「現状と課題」はわか

りますが、「目指すべき将来の方向」としてはこの記述だけで

は不十分だと思います。 

・当面、移住の促進が大事であるならば、⑴と⑵を一体として

示す記載にすべきだと思います。 

目指すべき将来の方向としては「⑴ 移住定住の促進（社会

増）」、「⑵出生率の上昇（自然増）」の２点を掲げていますが、

この２点に軽重があるわけではなく、社会増と自然増の両方に

つながる施策を実施することが大事であるとするねらいから、

分かりやすい記載とするため、⑴と⑵を一体として示すことは

考えていません。 

生産年齢層の移住に視点を当てることで、自然増につながる

ことも期待されますが、本市においては、６０歳代を中心とし

た方の首都圏からの移住も非常に多いことから、生産年齢層の

みならず、高齢者も含めた全年齢層を対象とした移住定住を促

進していくことを考えています。 

生産年齢層の移住に重点を置くべきとのご意見につきまし

ては、今後の事業実施の際に参考にさせていただきます。 
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・また、全年齢層を対象にすることが政策論として意味を持つ

のか疑問です。政策に指向性を持たせるためには、明確に生産

年齢層の移住に視点を当てることを記述することが大事だと

思います。 

２ 30 ２ 目指すべき将来の方向 

 ⑴ 全年齢層を対象とした移住促進を図りつつも、年齢構成

が年少層、生産年齢層にシフトするようにし、持続可能な

地域の実現を展望します。 

に修正すべきである。 

＜理由等＞ 

・「年齢構成のバランスを維持する」というのは、現在の構成

を将来に向かって維持したいということではないと思います

ので、「目指すべき将来の方向性」としては、明確に政策に方

向性を持たせる記述にすることが大事だと思います。 

年齢構成が年少層、生産年齢層にシフトするようにすること

で、自然増につながることも期待されますが、本市においては、

６０歳代を中心とした方の首都圏からの移住も非常に多いこ

とから、年少層や生産年齢層のみならず、高齢者も含めた全年

齢層を対象とした移住定住を促進していくことを考えていま

す。 

年齢構成を年少層、生産年齢層にシフトするようにすべきと

のご意見につきましては、今後の事業実施の際に参考にさせて

いただきます。 

３ 30 ２ 目指すべき将来の方向 

 ⑵ 中長期的に若い世代の結婚・子育ての希望の実現に取り

組み、出生率の上昇を目指します。特に今後おおよそ２５

年間は、集中的に結婚・子育てのし易い環境の改善に取り

組みます。 

に修正すべきである。 

＜理由等＞ 

・長期的な取組はもちろん大事ですが、平成７２年までの４５

年間を展望して施策を考えることと合わせて、今生まれた子ど

 人口ビジョンと総合戦略につきましては、国県のビジョンや

総合戦略との整合性を図ることとされているため、国県に合わ

せ、人口ビジョンについては平成７２年を、総合戦略について

は平成３１年度を計画の終期としています。 

人口ビジョンは、本市における人口の減少分析を行い、今後

目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものであり、本

市では、目指すべき将来（平成７２年まで）の方向性として「移

住促進」と「出生率の向上」の２点を掲げていますので、ここ

で、今後２５年間の施策について、改めて記述することは考え
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もたちが次の子どもたちをつくるこの２５年の間に、諸環境の

改善を集中的に行うことが大事だと思います。 

・移住してくる若い世代の子育て環境を整えることも大事で

すが、伊東で生まれた子どもたちが伊東で結婚・子育てがし易

い環境をつくっておくことが最も大事だと思います。 

・案の記述は一般論的過ぎます。政策論的な意思を明確に示し

ておくべきではないでしょうか。 

ていません。 

 具体的な施策については、人口ビジョンに基づき、総合戦略

において、上記２点の将来の方向性の実現に向け、集中的に今

後５か年で実施すべき施策をとりまとめています。 

 また、結婚・子育てがし易い環境整備については、移住して

くる方のみならず、伊東に住んでいる方全てを対象とした施策

を総合戦略に盛り込んでいます。 

４ 30 ２ 目指すべき将来の方向 

 ⑵の中の「平成７２（２０６０）年に人口４２，０００人を

確保します。」を削除すべきである。 

 代わりに１０年後、２０年後の目標値を設定すべきである。 

＜理由等＞ 

 総合計画は５年を原単位とし設定されており、見直しも当該

原単位を変更していくことを基本としています。 

 １０年、２０年後の計画は振れ幅の大きくなることが予想さ

れ、慎重に取り扱わなければなりません。まして、４５年先の

予測や方向を示すことは、市民に誤解を与えるものと危惧しま

す。他の区市等では、推計値に幅を設定した表現例が多数を占

め、限定は避けています。 

今回は国や県の予測を参考にしています。４５年先の未確定

の推計値を基本にした定量的数値になっています。本来は伊東

市独自の計画的・戦略的人口フレーム案を優先して設定するべ

きもので、国県の推計値はあくまで「参考」にすべきです。 

 人口ビジョンは、本市における人口の減少分析を行い、今後

目指すべき将来の方向と人口の将来展望を示すものであり、国

県の推計値を参考にし、出生や移動等の政策的な要素を加味し

つつ、計画期間の人口の長期見通しを示さなければならないこ

ととなっていますので、「平成７２（２０６０）年に人口４２，

０００人を確保します。」との記述を削除することはできませ

ん。 

 １０年、２０年後の目標値については、３２ページに将来展

望人口として示しています。（平成３７年は６６，７５１人、

平成４７年は５９，２９０人） 



4 

 

５ 30 ２ 目指すべき将来の方向 

 ⑵ 第四次伊東市総合計画の目標人口（平成３２年７０，０

００人）を達成するとともに、平成２７年を基点として、

この年に生まれた子どもが子どもをつくる年齢を２５歳

と仮定して、２５年後の平成５２年（原文は平成４７年）

時点の人口を「目標人口」として５５，０００人を確保し

ます。さらにその２０年後の平成７２年時点の人口を「将

来展望人口」として４２，０００人と設定します。 

に修正すべきである。 

＜理由等＞ 

・今生まれた子どもたちが次の子どもをつくる年齢を２５歳

と設定して、１世代後の人口を目標に設定しておくことが政策

論的には現実的であり、途中の評価もし易いのではないかと思

います。 

・人口設定をするのに、５年後（平成３２年）の次が４０年後

（平成７２年）というのは、地方自治体としては、あまりに設

定が荒過ぎるのではないでしょうか。平成７２年時点の人口

は、結局は計算上の推計値でしかなく、政策論的にどれほど意

味を持つのか疑問です。平成７２年の人口を記載しておく必要

があれば、「将来展望人口」をして表記し、政策論的な「目標

人口」と区別して表記しておいた方がよいのではないでしょう

か。 

 人口ビジョンは平成７２年の人口を展望することが主たる

目的であり、第四次伊東市総合計画に示した平成３２年７０，

０００人の目標も踏まえ、長期的な人口展望を示したもので

す。 

 平成７２年までの５年毎の人口展望につきましては、人口ビ

ジョンの３２ページに掲載のとおりであり、例えば平成５２年

には５５，５９５人となると展望しています。 

「目標人口」と「将来展望人口」の区別についてですが、人

口ビジョンにおいて、平成３２年以降の人口については、社人

研の人口推計に対し、出生や移動に関する将来の仮定値を本市

独自で政策的に加味した上で算出した人口を将来展望人口と

示していますので、「目標人口」と「将来展望人口」をあえて

区別して表記する必要はないものと考えています。 

６ 30 ２ 目指すべき将来の方向 ここでは、人口の将来の方向性を提示するとともに、本市の
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 次の事項を加える。 

 ⑶ 目標人口（平成５２年（原文は平成４７年）時点で５５，

０００人）に適合した都市施設等のインフラを再整備しま

す。また、地域によって極端な人口過多が起きないように、

諸政策の展開を工夫します。 

＜理由等＞ 

・人口と都市のあり方は一体ですから、人口ビジョンをいう場

合には、都市のあり方にも言及すべきだと思います。 

将来の人口の長期的な見通しを行っているため、都市のあり方

について言及することは考えていません。 

なお、総合戦略において、今後５年間における都市施設等の

インフラの整備についても記述しています。 

７ 31 ３ 本市の将来人口の長期的な見通し 

を、「計算値による本市の将来人口の長期的な見通し（参考）」 

に修正すべきである。 

＜理由等＞ 

・計数的な推論と政策論的な見通しは、別に考えておいた方が

今後の政策展開に有効ではないかと思います。計算値も出生や

移住に係る政策的な要素を考慮していますが、４５年後までと

なると計算値の域を出ません。 

・将来人口を考えるデータとしては大事なデータだと思いま

すので、タイトルを左記のようにしておいた方がよいのではな

いでしょうか。 

人口ビジョンは平成７２年の人口を展望することが主たる

目的であり、この長期見通しを「（参考）」として取り扱うこと

はできません。 

将来人口の長期的な見通しについては、３１ページに、「コ

ーホート要因法を用いて、住民基本台帳人口を基準人口として

将来人口を算出しました。」と記載していることから、あえて

「計算値による」と記載する必要はないと考えています。 

 

 

８ 32 グラフのタイトルを「目標人口及び将来展望人口と推計人口の

比較」に改めるべきである。 

＜理由等＞ 

・人口推計値を全て「将来推計人口」と言っていますが、これ

「目標人口」と「将来展望人口」についてですが、社人研の

人口推計に対し、出生や移動に関する将来の仮定値を本市独自

で政策的に加味した上で算出した人口を将来展望人口として

いますので、「自然にそうなります」という性質のものではな
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では、自然にそうなりますというニュアンスが含まれているよ

うに感じます。政策論的な意思を明確に示す部分には「目標人

口」と表記し、その後の計算値は「将来展望人口」と表記すべ

きだと思います。 

く、「目標人口」と「将来展望人口」を区別して表記する必要

はないものと考えています。 

９ 32 グラフ横軸に、平成５２年（原文は平成４７年）までを「目標

人口」と記載し、以後平成７２年までを「将来展望人口」と記

載する。 

＜理由等＞ 

・上記の理由による。 

「目標人口」と「将来展望人口」についてですが、社人研の

人口推計に対し、出生や移動に関する将来の仮定値を本市独自

で政策的に加味した上で算出した人口を将来展望人口として

いますので、「目標人口」と「将来展望人口」を区別して表記

する必要はないものと考えています。 

 


